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看護小規模多機能型居宅介護 あすなろ大竹 

重要事項説明書 

 

 

 当事業所はご契約者に対して看護小規模多機能型居宅介護サービスを提供します。事業所の

概要や提供されるサービスの内容、契約上ご注意いただきたいことを次のとおり説明します。 

         

１．事業者 

（１） 法人名 社会福祉法人 萌生会 

（２） 法人所在地 広島県東広島市西条町吉行１４５６番 

（３） 電話番号 （０８２）４９３－８３００ 

（４） 代表者氏名 理事長 上田 美幸 

（５） 設立年月 ２００１年７月１９日 

 

２．事業所の概要 

（１） 事業所の種類 看護小規模多機能型居宅介護 

（２） 事業所の目的 住み慣れた我が家で、地域で生活するために、介護保険法令に従

い自宅で可能な限り暮らし続けられるような生活の支援を目的とし

て通いサービス、訪問サービス、宿泊サービスを柔軟に組み合わ

せてサービスを提供します。 

（３） 事業所の名称 看護小規模多機能型居宅介護 あすなろ大竹 

（４） 事業所番号 ３４９２３００１２８ 

（５） 事業所の所在地 大竹市油見 2 丁目 2 番 17 号 

（６） 電話番号 （０８２７）２８－４５７７ 

（７） 事業所長（管理者） 上田 翔太 

（８） 事業所の運営方針  

 ① 本事業所において提供される介護サービスは「社会福祉法人 萌生会」の理念に基づ

き行われます。            

 ② 契約者の人格を尊重し常に契約者の立場に立ったサービスの提供に努めるととも

に、契約者及びその家族のニーズを的確に据え、個別に介護契約書を作成すること

により、契約者が必要とする適切なサービスを提供します。 

 ③ 契約者又はその家族に対し、サービスの内容及び提供方法についてわかりやすく説

明します。 

 ④ 適切な介護技術をもって常にサービスの質の管理、評価を行います。 

 ⑤ ケアプラン（サービス計画書）が作成されている場合は、当該計画に沿った介護サー

ビスを提供します。 

（９） 開設年月 ２０２３年４月１日 
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（１０） 登録定員 ２９人 

（通いサービス定員１８人、宿泊サービス９人） 

（１1） 居室等の概要 当事業所では、以下の居室・設備をご用意しています。 

宿泊サービスの際に利用される居室は、個室・多床室があります。 

居室・設備の種類 室数 備 考 

宿泊室 

個室 ５室 エアコン、ナースコール配備、カーテン・レース 

2 人部屋 ２室 エアコン、ナースコール配備、カーテン・レース 

合計 ７室  

居間・食堂 ８０．６２㎡ 

談話コーナー 1 箇所 

台所 1 箇所 

浴室 1 箇所 

脱衣室 1 箇所 

洋式トイレ 3 箇所 

小便器 1 箇所 

洗面所 2 箇所 

相談室 1 箇所 

消防施設 火災報知器 煙探知機 スプリンクラー 

その他 事務室 

※ 上記は、厚生労働省が定める基準により、看護小規模多機能型居宅介護の事業

所に必置が義務付けられている施設・設備です。 

 

３．事業実施地域及び営業時間 

（１） 通常の実施地域 大竹市（栗谷地区と阿多田地区を除く） 

 ※ 上記以外の地域の方はご相談ください。 

（２） 営業日及び営業時間  

営業日 年中無休 

通いサービス 月曜日～日曜日  ８時３０分～１７時３０分 

訪問サービス 適 時 

宿泊サービス 月曜日～日曜日  １７時３０分～翌日 ８時３０分 

※ 受付・相談については、通いサービスの営業時間と同様です。 

 

４．職員の配置状況 

 当事業所では、ご利用者に対して指定看護小規模多機能型居宅介護のサービスを提供する職員と

して、以下の職種の職員の配置をしています。 

＜主な職員の配置状況＞※職員の配置については、指定基準を遵守しています。 
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従業者の職種 常勤 非常勤 常勤換算 指定基準 職務の内容 

１．管理者 １人以上 ０人 １人以上 １人 事業内容調整 

２．介護支援専門員 １人以上 ０人 １人以上 １人 サービス調整・相談業務 

３．介護職員 ３人以上 ３人以上 ５．４人以上 ３人 日常生活介護・相談業務 

４．看護職員 ３人以上 １人以上 ３．５人以上 ２．５人 健康管理等の医療業務 

※ 常勤換算・職員それぞれの週あたりの勤務延時間数の総数を当事業所における常勤職員の所

定勤務時間数 

（例）週８時間勤務の職員が５名いる場合、常勤換算では、 

一人（８時間×５人÷４０時間＝1 人）となります 

 

＜主な職員の勤務体制＞ 

従業者の職種 勤 務 体 制 

１．管理者 主な勤務時間：  ８時３０分 ～ １７時３０分  

２．介護支援専門員 主な勤務時間：  ８時３０分 ～ １７時３０分  

３．介護職員 

  看護職員 

主な勤務時間：  ７時３０分 ～ １６時３０分  

 ８時３０分 ～ １７時３０分  

 ９時３０分 ～ １８時３０分  

１６時３０分 ～ 翌９時３０分  

その他、利用者の状況に対応した勤務時間を設定します。 

 

５．当事業所が提供するサービスと利用料金 

 当事業所では、ご利用者に対して以下のサービスを提供します。 

 当事業所が提供するサービスについて、以下の２つの場合があります。 

（１） 利用料金が介護保険から給付される場合 

（介護保険の給付の対象となるサービス） 

   

（２） 利用料金の全額をご利用者に負担いただく場合 

（介護保険の給付対象とならないサービス） 

 

（１）介護保険の給付対象となるサービス（契約書第１１条参照） 

  以下のサービスについては、利用料の額は、介護報酬告示上の額とし、そのサービスが法定代理

受領サービスである場合は、利用者から本人負担分の支払を受けるものとします。 

ア～ウのサービスを具体的にそれぞれどのような頻度、内容で行うかについては、ご利用者と協議の

上、看護小規模多機能型居宅介護の計画に定めます。 

 

＜サービスの概要＞ 
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ア 通いサービス 

 事業所のサービス拠点において、食事や入浴、排泄等の日常生活上の世話や機能訓練

を提供します。 

 ① 食事 

 ・ 食事の提供及び食事の介助をします。 

 ・ 調理場で利用者が調理することができます。 

 ・ 食事サービスの利用は任意です。 

 ② 入浴 

 ・ 入浴または清拭を行います。 

 ・ 衣服の着脱、身体の清拭、洗髪、洗身の介助を行います。 

 ・ 入浴サービスの利用は任意です。 

 ③ 排泄 

 ・ 利用者の状況に応じて適切な排泄の介助を行うとともに、排泄の自立についても適切

な援助を行います。 

 ④ 機能訓練 

 ・ 利用者の状況に適した機能訓練を行い、新たな機能の低下を防止するよう努めます。 

 ⑤ 健康チェック 

 ・ 運営規定第８条を踏まえ、利用者の全身状態の把握を行います。 

 ⑥ 送迎サービス 

 ・ 利用者の希望により、自宅と事業所間の送迎サービスを行います。   

イ 訪問サービス 

 ・ 利用者の自宅にお伺いし、食事や入浴、排泄等の日常生活上の世話や機能訓練を

提供します。 

 ・ 訪問サービスの実施のための必要な備品等（水道・ガス、電気を含む）は無償で使用

させていただきます。 

 ・ 訪問サービスの提供にあたって、次に該当する行為はいたしません。 

  ⅰ 利用者もしくはその家族からの金銭または高価な物品の授受 

  ⅱ 飲酒及び利用者もしくはその家族等の同意なしに行う喫煙 

  ⅲ 利用者もしくはその家族等に対しての宗教活動、政治活動、営利活動 

  ⅳ その他利用者もしくはその家族等に行う迷惑行為 

ウ 宿泊サービス 

 ・ 事業所に宿泊していただき、食事、入浴、排泄等の日常生活上の世話や機能訓練を

提供します。 

 

＜サービス利用料金＞ 

ア 通い・訪問・宿泊（介護費用分）すべてを含んだ一月単位の包括費用の額 

 利用料金は１ヶ月ごとの包括費用（定額）です。 
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下記の料金表によって、利用者の要介護度に応じたサービス利用料金から介護保険給付

額を除いた金額（自己負担額）をお支払いください（サービスの利用料金は、利用者の要介

護度に応じて異なります）。 

 利用者の要介

護度とサービ

ス利用料金 

うち介護保険

から給付され

る金額（９割） 

サービス利用

に係る自己負

担額（１割） 

サービス利用

に係る自己負

担額（２割） 

サービス利用

に係る自己負

担額（３割） 

要介護１ １２４，４７０円 １１２，０２３円 １２，４４７円 ２４，８９４円 ３７，３４１円 

要介護２ １７４，１５０円 １５６，７３５円 １７，４１５円 ３４，８３０円 ５２，２４５円 

要介護３ ２４４，８１０円 ２２０，３２９円 ２４，４８１円 ４８，９６２円 ７３，４４３円 

要介護４ ２７７，６６０円 ２４９，８９４円 ２７，７６６円 ５５，５３２円 ８３，２９８円 

要介護５ ３１４，０８０円 ２８２，６７２円 ３１，４０８円 ６２，８１６円 ９４，２２４円 

※ 月ごとの包括料金ですので、利用者の体調不良や状態の変化により看護小規模多機能型居宅介

護計画に定めた期日よりも利用が少なかった場合、または看護小規模多機能型居宅介護計画に

定めた期日よりも多かった場合であっても、日割での割引または増額はいたしません。 

※ 月途中から登録した場合または月途中で登録を終了した場合には、登録した期日に応じて日割し

た料金をお支払いいただきます。なお、この場合の「登録日」及び「登録終了日」とは、以下の日を

指します。  

登録日 
利用者が当事業所と利用契約を結んだ日ではなく、通い、訪問、宿泊のいずれ

かのサービスを実際に利用開始した日 

登録終了日 利用者と当事業所の利用契約を終了した日 

※ 利用者がまだ要介護認定を受けていない場合には、サービス利用料の全額を一旦お支払いいた

だきます。要介護の認定を受けた後、自己負担額を除く金額が介護保険から払い戻しされます

（償還払い。償還払いとなる場合、利用者が保険給付の申請を行うために必要となる事項を記載

した「サービス提供証明書」を交付します。 

※ 利用者に提供する食事及び宿泊にかかる費用は別途いただきます。（下記（２）ア及びイ参照） 

※ 介護保険からの給付額に変更があった場合、変更された額に合わせて、利用者の負担額を変更

します。 

 

※ 緊急時における短期利用や宿泊ニーズへの対応（短期利用居宅介護） 

   宿泊室に空床がある場合には、登録定員に空きがある場合であって、緊急をやむを得ない場合

など一定の条件下において、登録者以外の短期利用が可能となります。 

 利用者の要介

護度とサービ

ス利用料金 

うち介護保険

から給付され

る金額（９割） 

サービス利用

に係る自己負

担額（１割） 

サービス利用

に係る自己負

担額（２割） 

サービス利用

に係る自己負

担額（３割） 

要介護１ ５，７１０円 ５，１３９円 ５７１円 １，１４２円 １，７１３円 

要介護２ ６，３８０円 ５，７４２円 ６３８円 １，２７６円 １，９１４円 
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要介護３ ７，０６０円 ６，３５４円 ７０６円 １，４１２円 ２，１１８円 

要介護４ ７，７３０円 ６，９５７円 ７７３円 １，５４６円 ２，３１９円 

要介護５ ８，３９０円 ７，５５１円 ８３９円 １，６７８円 ２，５１７円 

 

※ 登録者の数が登録定員未満であること。 

※ 契約者の状態や利用者の家族等の事情により、指定居宅介護支援事業所の介護支援専門員が、

緊急に利用することが必要と認めた場合であって、指定看護小規模多機能型居宅介護の介護支

援専門員が、当該指定看護小規模多機能型居宅介護事業者の登録者に対する指定看護小規模

多機能型居宅介護の提供に支障がないと認めた場合であること。 

※ 利用の開始にあたって、あらかじめ７日以内（利用者の日常生活上の世話を行う家族の疾病等や

むを得ない事情がある場合は１４日以内）の利用期間を定めること。 

※ 指定看護小規模多機能型居宅介護が提供するサービス提供が過少である場合の減算を受けて

いないこと。 

※ 指定基準に定める従業員の員数を置いていること。 

以上の要件を満たすと短期利用居宅介護が利用できます。 

 

イ 加算     

加算名 介護保険 

単位 

介護保険個人 

1 割負担金 

介護保険個人 

２割負担金 

介護保険個人 

３割負担金 

特別地域加算 離島や豪雪地帯など、介護サービスの確保が著しく困難であると認めら

れる特別地域等において、要介護者に対する介護サービスの確保に貢

献する事業所を評価するための加算  

所定単位数（注１）×１５％ 

初期加算 ３０単位／日 ３０円／日 ６０円／日 ９０円／日 

登録日から起算して３０日以内の期間 

３０日を超える病院・診療所への入院後の利用を再開した場合も同様 

認知症加算（Ⅲ） ７６０単位／月 ７６０円／月 １，５２０円／月 ２，２８０円／月 

認知症高齢者の日常生活自立度Ⅲ以上の者に対して、（看護）小規模

多機能型居宅介護を行った場合 

認知症加算（Ⅳ） ４６０単位／月 ４６０円／月 ９２０円／月 １，３８０円／月 

要介護状態区分が要介護２である者であって、認知症高齢者の日常生

活自立度Ⅱに該当する者に対して、看護小規模多機能型居宅介護を行

った場合 

若年性認知症 

利用者受入加算 

８００単位／月 ８００円／月 １，６００円／月 ２，４００円／月 

４０歳以上６５歳未満の若年性認知症の利用者ごとに個別の担当者を

決めている担当者を中心に、利用者の特性やニーズに合わせたサービ
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スを提供した場合 

栄養アセスメント加算 ５０単位／日 ５０円／日 １００円／日 １５０円／日 

栄養改善が必要な利用者を的確に把握し、アセスメントを実施したとき

に算定される加算 

栄養改善加算 ２００単位／月 ２００円／月 ４００円／月 ６００円／月 

低栄養状態にある利用者またはそのおそれのある利用者に対して、低

栄養状態の改善や心身の状態の維持・向上に資する取り組みの実施を

評価する加算 

イ 事業所の従業者または外部との連携により、管理栄養士を１名以上

配置していること 

ロ 利用者の栄養状態を利用開始時に把握していること 

ハ 管理栄養士等が共同して、利用者ごとの摂食・嚥下機能及び食形態

にも配慮した栄養ケア計画を作成していること 

ニ 利用者ごとの栄養ケア計画に従い、必要に応じて当該利用者の居

宅を訪問し、管理栄養士等が栄養改善サービスを行うこと 

ホ 利用者の栄養状態を定期的に記録していること 

ヘ 利用者ごとの栄養ケア計画の進捗状況を定期的に評価すること 

ト 定員超過利用・人員基準欠如に該当していないこと 

 

利用者に栄養改善サービスの提供が必要と認められ、以下のいずれか

に該当する方 

イ ＢＭＩが１８．５未満の状態 

ロ １～６カ月の間で３％以上減少している、あるいは２～３㎏以上減少

している 

ハ 血清アルブミン値が３．５ｇ/ｄｌ以下の状態 

ニ 食事摂取量が不良（７５％以下）である者 

ホ その他低栄養状態にある、またはその恐れがある 

口腔・栄養 

スクリーニング加算Ⅰ 

２０単位／回 ２０円／回 ４０円／回 ６０円／回 

下記の条件を満たしている方 

イ 利用開始時及び利用中 6 月ごとに利用者の口腔の健康状態につい

て確認を行い、口腔の健康状態に関する情報を担当介護支援専門員に

提供していること 

ロ 利用開始時及び利用中 6 月ごとに利用者の栄養状態について確認

を行い、栄養状態に関する情報（当該利用者が低栄養状態の場合にあ

っては、低栄養状態の改善に必要な情報を含む）を担当介護支援専門

員に提供していること 

口腔・栄養 5 単位/回 5 円／回 １０円／回 １５円／回 
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スクリーニング加算Ⅱ 利用開始時及び利用中 6 月ごとに利用者の栄養状態について確認を行

い、栄養状態に関する情報（当該利用者が低栄養状態の場合にあって

は、低栄養状態の改善に必要な情報を含む）を担当介護支円事業所と

共有する 

口腔機能向上加算

（Ⅱ） 

１６０単位／月 １６０円／月 ３２０円／月 ４８０円／月 

口腔清潔・唾液分泌・咀嚼（そしゃく）・嚥下（えんげ）・食事摂取などの口

腔機能の低下が認められる状態、または口腔機能が低下する恐れがあ

るご利用者に対し、口腔機能改善管理指導計画を作成、個別での口腔

体操・口腔ケアなどの指導を行った場合 

イ 利用者ごとの口腔機能を、利用開始時に把握すること。 

ロ 利用開始時に、言語聴覚士、歯科衛生士又は看護職員が中心とな

って、利用者ごとの口腔衛生、摂食・嚥下機能に関する解決すべき

課題の把握を行い、言語聴覚士、歯科衛生士、 看護職員、介護職

員、生活相談員その他の職種の者が共同して取り組むべき事項等

を記載した口腔機能改善管理指導計画 を作成すること。作成した

口腔機能改善管理指導計画については、口腔機能向上サービスの

対象となる利用者又はその家族に説明し、その同意を得ること。な

お、通所介護においては、口腔機能改善管理指導計画に相当する

内容を通所介護計画の中に記載する場合は、その記載をもって口腔

機能改善管理指導計画の作成に代えることができるものとすること。 

ハ 口腔機能改善管理指導計画に基づき、言語聴覚士、歯科衛生士又

は看護職員等が利用者ごとに口腔機能向上サービスを提供するこ

と。その際、口腔機能改善管理指導計画に実施上の問題点があれ

ば直ちに当該計画を修正すること。 

ニ 利用者の口腔機能の状態に応じて、定期的に、利用者の生活機能

の状況を検討し、概ね三月ごとに口腔機能の状態の評価を行い、そ

の結果について、当該利用者を担当する介護支援専門員や主治の

医師、主治の歯科医師に対して情報提供すること。 

ホ 地域密着型サービス基準第三条の十八において準用する第十九条

に規定するサービスの提供の記録において利用者ごとの口腔機能

改善管理指導計画に従い言語聴覚士、歯科衛生士又は看護職員が

利用者の口腔機能を定期的に記録する場合は、当該記録とは別に

口腔機能向上加算の算定のために利用者の口腔機能を定期的に

記録する必要はないものとすること。 

ヘ 口腔機能改善管理指導計画等の情報を厚生労働省に提出し、口腔

機能向上サービスの実施にあたって当該情報その他口腔衛生の管

理の適切かつ有効な実施のために必要な情報を活用していること。 
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退院時共同指導加算 ６００単位／月 ６００円／月 １，２００円／月 １，８００円／月 

病院、診療所、介護老人保健施設又は介護医療院に入院中又は入所

中のものが退院又は退所するに当たり、指定看護小規模多機能型居宅

介護事業所の保健師、看護師又は理学療法士、作業療法士若しくは言

語聴覚士が退院時共同指導を行った後、当該者の退院又は退所後、当

該者に対する初回の訪問看護サービスを行った場合 

緊急時対応加算 ７７４単位／月 ７７４円／月 １，５４８円／月 ２，３２２円／月 

 ２４時間連絡できる体制にあって、かつ計画的に訪問することとなってい

ない緊急時における訪問及び計画的に宿泊することとなっていない緊急

時における宿泊を必要に応じて行う場合 

利用者又はその家族から電話等により看護に関する意見を求められた

場合に常時対応できる体制にあること 

特別管理加算（Ⅰ） ５００単位／月 ５００円／月 １，０００円／月 １，５００円／月 

看護小規模多機能型居宅介護に関し特別な管理を必要とする利用者と

して、厚生労働省が定める次の状態のイに規定する状態にある者に対

して、看護小規模多機能型居宅介護を行う場合 

イ 医科診療報酬点数表に掲げる在宅麻薬等注射指導管理、在宅腫瘍

化学療法注射指導管理、在宅強心剤持続投与指導管理若しくは在

宅気管切開患者指導管理を受けて状態又は機関カニューレ若しくは

留置カテーテルを使用している状態 

特別管理加算（Ⅱ） ２５０単位／月 ２５０円／月 ５００円／月 ７５０円／月 

看護小規模多機能型居宅介護に関し特別な管理を必要とする利用者と

して、厚生労働省が定める次の状態のロ、ハ、ニ又はホに規定する状態

にある者に対して、看護小規模多機能型居宅介護を行う場合 

ロ 医科診療報酬点数に掲げる在宅自己腹膜灌流指導管理、在宅血液

透析指導管理、在宅酸素療法指導管理、在宅中心静脈栄養法指導

管理、在宅成分栄養経管栄養法指導管理、在宅自己導尿指導管

理、在宅持続陽圧呼吸療法指導管理、在宅自己疼痛管理指導管理

又は在宅肺高血圧症患者指導管理を受けている状態 

ハ 人工肛門又は人工膀胱を設置している状態 

ニ 真皮を超える褥瘡の状態 

ホ 点滴注射を週３日以上行う必要があると認められる状態 

ターミナルケア加算 

注 2 

２，５００単位/月 ２，５００円/月 ５，０００円/月 ７，５００円/月 

在宅又は指定看護小規模多機能型居宅介護事業所で死亡した利用者

に対して、別に厚生労働大臣が定める基準に適合しているものとして、

電子情報処理組織を使用する方法により、市町村長に対し、老健局長

が定める様式による届け出を行った指定看護小規模多機能型居宅介護
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事業所が、その死亡日及び死亡日前 14 日以内に 2 日（死亡日及び死亡

日前 14 日以内に当該利用者（末期の悪性腫瘍その他別に厚生労働大

臣が定める状態にあるものに限る。）に訪問看護を行っている場合にあ

っては、1 日）以上ターミナルケアを行った場合（ターミナルケアを行った

後、24 時間以内に在宅又は指定看護小規模多機能型居宅介護事業所

以外の場所で死亡した場合を含む。）は、当該利用者の死亡月につき所

定単位数を加算する。 

訪問体制強化加算 １，０００単位/月 １，０００円/月 ２，０００円/月 ３，０００円/月 

 看護小規模多機能型居宅介護の訪問体制を整えるために、担当する従

業員を一定数配置し、1 カ月あたりの訪問回数が規定以上を満たした事

業所を評価する制度です。この加算は区分支給限度基準額の算定には

含まれない。 

総合マネジメント 

体制強化加算（Ⅱ） 

８００単位／月 ８００円/月 １，６００円/月 ２，４００円/月 

看護小規模多機能型居宅介護の質を継続的に管理するために、次のい

ずれにも該当する場合 

イ 利用者の心身の状況又はその家族等を取り巻く環境の変化に応じ、

随時、介護支援専門員、看護師、准看護師、介護職員その他の関

係者が共同し、看護小規模多機能型居宅介護計画の見直しを行っ

ていること。 

ロ 地域の病院、診療所、介護老人保健施設その他の関係施設に対し

指定看護小規模多機能型居宅介護事業所が提供することのできる

指定看護小規模多機能型居宅介護の具体的な内容に関する情報

提供を行っていること。 

ハ 利用者の地域における多様な活動が確保されるよう、日常的に地域

住民等との交流を図り、利用者の状態に応じて、地域の行事や活動

等に積極的に参加していること。 

排せつ支援加算（Ⅰ） １０単位／月 １０円／月 ２０円／月 ３０円／月 

継続的に利用者ごとの排せつに係る支援を行った場合 

イ 排泄に介護を要する利用者等ごとに、要介護状態の軽減の見込み

について医師または医師と連携した看護師が施設入所時等に評価

するとともに少なくとも３カ月に 1 回評価を行い、その評価結果等を

厚生労働省に提出した上で排泄支援に活用していること。   

ロ イの評価の結果、適切な対応を行うことにより、要介護状態の軽減

が見込まれる者について、医師、看護師、介護支援専門員等が共同

して、排泄に介護を要する原因を分析して支援計画を作成し、計画

に基づく支援を継続して実施していること。  

ハ イの評価に基づき、少なくとも 3 カ月に 1 回、利用者等ごとに支援計
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画を見直していること。  

排せつ支援加算（Ⅱ） １５単位／月 １５円／月 ３０円／月 ４５円／月 

排せつ支援加算（Ⅰ）のいずれにも適合すること。 

次のいずれかて適合すること。 

イ 排せつ支援加算（Ⅰ）イの評価結果、要介護状態の軽減が見込まれ

る者について、施設入所時と比較して、排尿又は排便の状態の少な

くとも一方が改善するとともにいずれにも悪化がないこと。 

ロ 排せつ支援加算（Ⅰ）イの評価結果、施設入所時におむつを使用し

ていた者であって要介護状態の軽減が見込まれるものについて、お

むつを使用しなくなったこと。 

ハ 排せつ支援加算（Ⅰ）イの評価結果、施設入所時に尿道カテーテル

留置がされていた者であって要介護状態の軽減が見込まれるものに

ついて、尿道カテーテル抜去されたこと。 

排せつ支援加算（Ⅲ） ２０単位／月 ２０円／月 ４０円／月 ６０円／月 

排せつ支援加算（Ⅰ）並びに排せつ支援加算（Ⅱ）イ・ロに掲げる基準の

のいずれにも適合すること。 

科学的介護推進 

体制加算 

４０単位／月 ４０円 ８０円 １６０円 

下記の要件を満たすこと 

イ 利用者ごとのADL値、栄養状態、口腔機能、認知症の状況その他の

利用者の心身の上状況等に係る基本的な情報を、厚生労働省に提

出していること。 

ロ 必要に応じて計画を見直すなど、サービス提供に当たって、イに規定

する情報その他サービスを適切かつ有効に提供するために必要な

情報を活用していること。 

介護職員処遇改善 

加算（Ⅲ） 

利用者に直接介護サービスを提供する職員（介護職員）の安定的な

処遇改善を図るための環境整備と賃金改善を目的に創設された加

算 

所定単位数（注１）×１３．４％ 令和６年６月１日より開始 

注１） 所定単位数は、基本報酬（基本サービス費＝介護保険単位数）に各種加算減算を加えた総

単位数とします。 

注２） 【厚生労働大臣が定める基準】 

→大臣基準告示・七十七 

イ ターミナルケアを受ける利用者について 24 時間連絡できる体制を確保しており、かつ、必

要に応じて、訪問看護を行うことができる体制を整備していること。 

ロ 主治医との連携の下に、訪問看護におけるターミナルケアに係る計画及び支援体制につ

いて利用者及びその家族等に対して説明を行い、同意を得てターミナルケアを行っているこ

と。 
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ハ ターミナルケアの提供について利用者の身体状況の変化等必要な事項が適切に記録さ

れていること。 

【厚生労働大臣が定める状態】 

→利用者告示・五十五 

次のいずれかに該当する状態 

イ 多発性硬化症、重症筋無力症、スモン、筋萎縮性側索硬化症、脊髄小脳変性症、ハンチ

ントン病、進行性筋ジストロフィー症、パーキンソン病関連疾病（進行性核上性麻痺、大脳皮

質基底核変性症及びパーキンソン病（ホーエン・ヤールの重症度分類がステージ 3 以上であ

って生活機能障害度がⅡ度又はⅢ度のものに限る。）をいう。）、多系統萎縮症（線条体黒質

変性症、オリーブ橋小脳萎縮症及びシャイ・ドレーガー症候群をいう。）、プリオン病、亜急性

硬化性全脳炎、ライソゾーム病、副腎白質ジストロフィー、脊髄性筋萎縮症、球脊髄性筋萎縮

症、慢性炎症性脱髄性多発神経炎、後天性免疫不全症候群、頚髄損傷及び人工呼吸器を使

用している状態 

ロ 急性増悪その他当該利用者の主治の医師が一時的に頻回の訪問が必要であると認める

状態 

※ 令和６年４月及び６月 介護保険法に定められた費用です。 

費用の変更がありましたら、事前に報告いたします。 

（令和６年６月１日現在） 

 

（２）介護保険の給付対象とならないサービス 

  以下のサービスは、利用料金の金額が全額利用者の負担となります。 

 

＜サービスの概要＞ 

ア 食事の提供（食事代） 

 利用者に提供する食事に要する費用です。 

種 別 費 用 

朝 食 ５００円 

昼 食 ７００円 

夕 食 ６００円 

 

イ 宿泊に要する費用 

 利用者に提供する宿泊サービスの宿泊に要する費用です。 

種 別 費 用 

個 室 Ａ １，９００円 

個 室 Ｂ ２，５００円 

多 床 室 １，０００円 
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ウ 通常の事業の実施地域以外の利用者に対する送迎費及び訪問サービスにかかる交通費 

 通常の事業の実施地域以外の利用者に対する送迎費及び訪問サービス交通費です。 

Ｎｏ. 当事業所からの距離数 交通費 

① 通常の事業の実施地域を越える地点から片道１０㎞未満 ３００円 

② 通常の事業の実施地域を越える地点から片道１０㎞～１５㎞ ４５０円 

③ 
通常の事業の実施地域を越える地点から片道１５㎞以上の場

合は５㎞毎に 
１５０円 

 

エ おむつ代など 

 事業所指定のおむつ等（リフレ）を用意しております。 

１パック毎の費用になり、消費税を含みます。 

種類により、サイズ・枚数が異なります。 

利用者のニーズに合わせて商品の入れ替えをその都度行います。 

仕入れ価格変更の場合は、費用の変動があります。その場合は事前にお知らせいたしま

す。 

種 別 サイズ 枚数 費 用 

紙おむつ代 小さめＭ ３２枚 ２，９００円 

Ｍ ３０枚 ２，９００円 

小さめＬ ２６枚 ２，９００円 

Ｌ ２６枚 ２，９００円 

リハビリパンツ 

 

スリムタイプＳ ２２枚 １，４００円 

スリムタイプＭ ２０枚 １，４００円 

スリムタイプＬ １８枚 １，４００円 

スリムタイプＬＬ １６枚 １，４００円 

レギュラーＬＬ １６枚 １，９００円 

夜用ＭＬ ２０枚 ２，１００円 

パッド レギュラー ３０枚 ９００円 

パワフル ３０枚 ８００円 

ビッグ ３０枚 １，４００円 

超うす安心パッド  

羽つきタイプ 
１２枚 ８００円 

超うす安心パッド ２０枚 ８００円 

ｽﾋﾟｰﾄﾞｷｬｯﾁｬｰﾊﾟｯﾄﾞ ３０枚 １，８００円 

ｽﾋﾟｰﾄﾞｷｬｯﾁｬｰ 

 ｽｰﾊﾟｰ 
３０枚 ２，６００円 
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オ レクリエーション、クラブ活動 

 利用者の希望によりレクリエーションやクラブ活動に参加していただくことができます。 

種 別 費 用 

利用料金 材料代等の実費相当額 

 

カ 複写物の交付 

 利用者は、サービス提供についての写真等をいつでも閲覧できますが、写真等を必要とす

る場合には実費をご負担いただきます。 

種 別 費 用 

モノクロ １枚につき１０円 

カラー １枚につき３０円 

 

キ その他実費 

テレビ代 1 日につき１００円 

マッサージチェア 1 日につき１００円 

衛生材料費 1 処置につき１００円 

緊急搬送同行費 実費 

 

※各サービスの費用は経済状況の著しい変化その他やむを得ない事由がある場合、相当な額に変更

することがあります。その場合事前に変更の内容と変更する事由について、変更を行う１カ月前までに

ご説明します。 

 

（３）利用料のお支払い方法（契約書第１１条参照） 

  前述（１）、（２）の料金・費用は、１カ月ごとに計算し次のいずれかの方法により翌月末日までにお

支払いください。 

①事業者指定口座に振込払い 

②口座振替自動引き落とし（２７日） 

③現金支払い 

 

（４）利用の中止、変更、追加 

※ 看護小規模多機能型居宅介護のサービスは、看護小規模多機能型居宅介護の計画に定められ

た内容を基本としつつ、利用者の日々の様態、希望等を勘案し、適時適切に通いサービス、訪問

サービスまたは宿泊サービスを組み合わせて介護を提供するものです。 

※ 利用予定日の前に、利用者の都合により、看護小規模多機能型居宅介護のサービスの利用を中

止又は変更、もしくは新たなサービスの利用を追加することができます。 

この場合には原則としてサービスの実施日の前日までに事業者に申し出てください。 

※ ５．（１）の介護保険の対象となるサービスにつては、利用料金は１ケ月ごとの包括費用（定額）の
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ためサービスの利用回数等を変更された場合も１ケ月の利用料は変更されません。 

なお、５．（２）の介護保険の対象外サービスについては、利用予定日の前日までに申し出がなく、

当日になって利用中止の申し出をされた場合、取消料として下記の料金をお支払いいただく場合

があります。ただし、利用者の体調不良等正当な事由がある場合には、この限りではありません。 

利用予定日の前日までに申し出があった場合 無料 

利用予定日までに申し出がなかった場合 
当日の利用料金 

（自己負担額）の５０％ 

 

（５）看護小規模多機能型居宅介護の計画について 

看護小規模多機能型居宅介護のサービスは、利用者一人ひとりの人格を尊重し、住み慣れた地域

での生活を継続することができるよう、地域住民との交流や地域活動への参加を図りつつ、利用者

の心身の状態、希望及びその置かれている環境を踏まえて、通いサービス、訪問サービス及び宿泊

サービスを柔軟に組み合わせることにより、地域での暮らしを支援するものです。 

事業者は、利用者の状況に合わせて適切にサービスを提供するために、利用者と協議の上で看護

小規模多機能型居宅介護計画を定め、またその実施状況を評価します。計画の内容及び評価結果

等は書面に記載して利用者に説明の上交付します。 

 

６．苦情の受付について（契約書第２２条参照） 

（１）当事業所における苦情の受付 

苦情担当者 上田 翔太 

連絡先 TEL  ０８２７－２８－４５７７ 

受付時間 月～金   ８：３０～ １７：３０ 

         (上記時間外でも、グループホームに連絡いただければ対応いたします。) 

 

（２）行政機関その他苦情受付機関 

大竹市役所 

大竹市 健康福祉部 地域介護課  

介護高齢者係 

TEL  ０８２７－５９－２１４４ 

和木町役場 
和木町 保健福祉課 高齢者・介護係 

TEL  ０８２７－５２－２１９６ 

広島県国保連合会 

広島市中区東白島町１９－４９ 

介護福祉課 

TEL  ０８２－５５４－０７８３ 

 

（３）円滑かつ迅速に苦情処理を行うための処理体制及び手順 

１） 相談及び苦情の対応 

 相談又は電話があった場合、原則として苦情受付担当者が対応する。苦情受付担当者
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が対応できない場合、他の従業員でも対応するが、その旨を苦情解決責任者に報告し

ます。 

２） 確認事項 

 電話については、次の事項について確認します。 

３） 相談及び苦情処理期限の説明 

 相談及び苦情処理の相手に対し、対応した従業員の氏名を名乗るとともに相談・苦情を

受けた内容について、回答する期限を併せて説明します。 

４） 相談及び苦情処理 

 概ね次の手順により、相談及び苦情について処理します。 

 ① 事業所内において、管理者を中心として相談・苦情のための会議を開催します。 

 ② サービスを提供した者からの概要説明を行います。 

 ③ 問題点の整理、洗い出し及び今後の改善策についてのディスカッションを行いま

す。 

 ④ 文書により回答を作成し、苦情受付担当者が事情説明を行い利用者に対して行な

った上で、文書を渡します。 

 ⑤ 苦情処理の場合、その概要についてまとめた上で利用者を担当する居宅介護支援

事業者及び地域包括支援センター、竹原市及び国民健康保険連合会に対して報

告を行い、更なる改善点について助言を受けます。 

 ⑥ 苦情解決責任者は、同様の苦情等が再度起こらぬよう、事業所内の周知徹底を図

ります。 

 

（４）その他の参考事項 

１） 苦情が出された場合は誠意をもって対応するものとし、苦情まで至らないケースであっ

ても、利用者から希望や相談等があった場合、事例検討会議等の検討材料とし、以降

のサービス提供に資するよう工夫します。 

２） サービス業におけるビジネスマナー（接遇等）を徹底するほか、適宜研修を実施し、より

利用者の立場に立ったサービス提供を心がけるよう、従業員指導を行います。 

３） 利用者に満足頂けるようなサービスを提供できるよう、従業員の健康管理にも十分配慮

します。 

 

７．緊急時の対応 

 サービス提供中に、利用者に病状の急変が生じた場合その他必要な場合は、速やかに主治の医師

への連絡を行う等の必要な措置を講じるとともに、利用者が予め指定する連絡先にも連絡します。 

 

８．事故発生時の対応 

① 事故が発生した場合の対処について、あらかじめ「事故発生マニュアル」に定めていま

す。万一、利用者に対するサービスの提供により事故が発生した場合は、大竹市、当該
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利用者の家族等に連絡を行うとともに、必要な措置を講じます。 

② 当該事故の状況及び事故に際して採った処置について記録します。記録は２年間保存

します。 

③ 利用者に対するサービスの提供により賠償すべき事故が発生した場合は、損害賠償を

速やかに行います。そのために当事業所は損害賠償保険に加入しています。 

 

保険会社名 東京海上日動火災保険株式会社 

保険名 介護事業者賠償責任補償 

補償の概要 複数特別約款混合 

 

９．第三者評価の実施状況 

① 「自己評価」については、１年に１回以上、サービスの改善及び質の向上を目的として、

自ら提供するサービスについて評価・点検（自己評価）を行います。自己評価は、管理

者が中心になり、事業所内のスタッフ是認で行います。 

② 「外部評価」については、自己評価結果について、運営推進会議において第三者の観

点からサービスの評価（外部評価）を行います。 

③ 評価結果の公表については、利用者及び利用者家族へ提供するとともに、事業所内へ

の掲示、ホームページ等への掲載等により公表します。 

 

１０．運営推進会議の設置 

  当事業所では、看護小規模多機能型居宅介護の提供にあたり、サービスの提供事業について、定

期的に報告するとともに、その内容等についての評価、要望、助言を受けるため、下記のとおり運営推

進会議を設置しています。 

（運営推進会議） 

構成 ・契約者、その家族、地域住民の代表者、市職員、地域包括支援センター職員、看護

小規模多機能型居宅介護について知見を有する方等 

開催 ・隔月で開催 

会議 ・運営推進会議の内容、評価、要望、助言等について記録を作成します。 

 

１１．協力医療機関、バックアップ施設 

  当事業所では、各契約者の主治医との連携を基本としつつ、病状の急変等に備えて以下の医療機

関を協力医療機関として連携体制を整備しています。 

（協力医療機関・施設） 

大和橋医院  
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１２．非常火災時の対応 

  非常火災時には、別途定める消防計画に則って対応を行います。また、避難訓練を年２回、利用者

も参加して行います。 

消防署への届出日 令和７年 1 月１5 日 

防火管理者 藤本 政文 

（消防設備） ・自動火災報知機  ・非常灯  ・誘導灯  ・消火器  ・スプリンクラー 

 

１３．サービス利用にあたっての留意事項 

○ サービス利用の際には、介護保険被保険者証を提示してください。 

○ 事業所内の設備や器具は本来の用途に従ってご利用ください。これに反した利用により破

損が生じた場合、弁償していただくことがあります。 

○ 所持金品は、自己の責任で管理してください。 

○ 事業所内での他の利用者に対する執拗な宗教活動及び政治活動はご遠慮ください。 

 

（令和７年３月１日現在） 
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令和    年    月    日 

 

指定看護小規模多機能型居宅介護のサービス提供の開始に際し、本書メインに基づき重要事項の

説明を行いました。 

事業所名 説明者職名 氏 名 

看護小規模多機能型居宅介護 あすなろ大竹 管理者 上田 翔太    印 

 

私は、本書面に基づいて事業者から重要事項の説明を受け、看護小規模多機能型居宅介護のサ

ービス提供開始に同意しました。 

 

利 

用 

者 

住 所 
〒 

 

氏 名    印                     

       

利
用
者
家
族 

住 所 
〒 

 

氏 名 印   続柄   

 

事 

業 

者 

所在地 

〒７３９－０００２ 

東広島市西条町吉行１４５６番 

名 称 社会福祉法人 萌生会 

代表者 理事長 上田 美幸            

 


